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Ⅳ部 資料集 

１. 過去３年度分の財政投融資計画の概要 

（１）令和８年度財政投融資計画（当初） 
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○ 我が国の経済・国家安全保障強化のため、日米政府の戦略的投資イニシアティブに係る了解覚書等も踏まえ、JBICに創設された
「日本戦略投資ファシリティ」を通じた取組みを含め、企業の海外展開支援・強靭なサプライチェーン構築等を支援するための資金を供
給。

国際協力銀行（JBIC）

 財政投融資額  事業内容（日本戦略投資ファシリティ等）

 事業スキーム

（単位︓億円）

日米戦略的投資
イニシアティブ 社会課題解決への貢献

サプライチェーン強靭化・
エネルギー・
資源安全保障

●日本戦略投資ファシリティにおいて投資分野とされている９分野 *をはじめ、経済・国家安全保
障上の重要分野における企業の海外展開等を支援。
*９分野︓半導体、医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、航空、エネルギー、自動車、先端領域（AI・量子）

国

市場等

財政融資
産業投資

国際協力銀行
【JBIC】

融資

出資

我が国が経済・国家安全
保障上利益を得られるような
強靭なサプライチェーンの構築等

政府保証債等

外国為替
資金貸付

日本戦略
投資

ファシリティ

フィリピンにおける国際海底ケーブル関連事業

インドネシアにおける地熱発電拡張事業

米国における半導体等の製造に必要な
化学品等の輸送・保管事業

（過去の支援例）

8年度︓財政融資 4兆2,527億円、産業投資 1,650億円、政府保証 4兆1,650億円

R8当初計画R7改定後現額R7当初計画R６当初計画

85,82755,53014,68011,040財政投融資

42,52726,6007,2004,000財政融資

1,6503,7001,0001,160産業投資

41,65025,2306,4805,880政府保証

〇 経済安全保障やカーボンニュートラルへの円滑な移行の推進等の観点から、我が国への天然ガスやレアメタル等の金属鉱物資源、
水素等の安定的な供給確保等に取り組む企業を支援する。

エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

1,0481,121852財政投融資

444財政融資

1,0441,117848産業投資

ーーー政府保証

８年度︓財政融資 4億円、産業投資 1,044億円

 財政投融資額  ８年度に支援が想定される出資案件例
（単位︓億円）

資産買収・
開発事業

 資産買収・開発出資案件の支援スキーム

ＪＯＧＭＥＣ

プロジェクト
会社

産業投資 出融資

国

民間企業
出資

国庫納付 配当
利息支払・償還

配当

天然ガスの安定供給確保に取り組む企業への支援

我が国企業のLNG（液化天然ガス）調達先の多角化を通じて、エネルギーの安定供給に
資するため、LNG液化事業を行う企業に対する支援（出資）を実施。

（例）天然ガス開発・液化事業
【案件概要】
南部アフリカに位置する世界有数規模の可採資源量を

持つガス田上流開発事業。1,300万トン/年のLNG輸出設
備を建設中。
本邦企業と共同出資によるSPCを設立。我が国の権益分

は20％。 天然ガス開発事業（イメージ）

レアメタル等の安定供給確保に取り組む企業への支援

経済安全保障の観点から、我が国への鉱物資源の安定供給に資するため、レアメタル等
の権益確保を行う企業に対する支援（出資）を実施。

（例）チタン等資産買収出資事業
【案件概要】
本邦企業による豪州ミネラルサンド鉱床の開発プロジェクトへの参画にあたり、共同

で出資し支援するもの。これにより、チタン等生産金属の権益確保、ひいては本邦への
安定供給確保を見込む。

水素等の安定供給確保に取り組む企業への支援

脱炭素電源の燃料の中心を担う水素等の安定供給に資するため、水素等の製造・貯蔵事
業等を行う企業に対する支援（出資）を実施。
※水素等︓アンモニア、合成メタン、合成燃料を含む。

（例）合成燃料製造事業
【案件概要】
本邦企業による海外の合成燃料プロジェクトへの参画を支援し、次世代燃料の将来的

な確保を見込む。
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〇 インフラ事業や製造業を中心に、民間資金だけでは十分な対応が困難な長期資金を供給。
〇 リスクマネーの供給に当たっては、スタートアップへの投資に注力するとともに、サプライチェーン強靱化・インフラ高度化やGX等における
大型案件にも柔軟に対応。

日本政策投資銀行 （DBJ）

８年度︓財政融資 3,000億円、産業投資 650億円、政府保証 3,500億円

 財政投融資額

 事業スキーム

（単位︓億円）

(※)経営資源を有効活用し、経営の革新を行う取組であって、地域経済の自立的発展、日本企業の競争力
強化、成長資金市場の発展に資するといった要件に合致するものについて特定投資業務で支援を行う。

DBJ

一般投融資業務

特定投資業務
(産投出資)

政府

市場

産業投資

資金

投融資

自
己
資
金

新技術・新事業

再編

海外展開

産業

エネルギー

運輸交通

都市開発

インフラ

地域・海外

財政融資

政府保証債

社債

（※）

サプライチェーン強靱化・インフラ高度化

スタートアップ・イノベーション

●VCへのLP出資を含め 、スタートアップ
の創出・育成やイノベーション推進に資
する取組を支援。

GX

●経済安全保障上の重要物資等
（AI・半導体、航空機部品、蓄電池、
産業用ロボット等 ）の供給力強化 、
先進的物流施設 ・データセンターの建
設等のインフラ高度化に資する取組を
支援。

●脱炭素化・低炭素化を目的とした設
備投資、再生可能エネルギー開発事
業等を支援。

（例）風力発電事業向け資金供給
（写真提供︓株式会社グリーンパワーインベストメント）

（例）データセンター建設にかかる資金供給
（写真提供︓MCデジタル・リアルティ株式会社）

（例）航空宇宙スタートアップ向け資金供給
（写真提供︓スペースワン株式会社）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

7,1507,2007,350財政投融資

3,0003,0003,000財政融資

650700850産業投資

3,5003,5003,500政府保証

 事業内容

○ 電力需要の増加が見込まれる中、電力の安定供給と脱炭素化の両立を図るために必要な長期かつ大規模な電源・系統整備を促
進するため、民間資金だけでは不足する長期資金を供給。

電力広域的運営推進機関（OCCTO）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

540--財政投融資

540--財政融資

---産業投資

---政府保証

 財政投融資額  事業イメージ（単位︓億円）

８年度︓財政融資 540億円

 事業スキーム

系統整備

電源整備

国
財政融資 融資

電力広域的
運営推進機関
【OCCTO】

民間金融機関

協調

電気事業者

脱炭素電源投資

送配電網の整備

電力の安定供給や電力分野の脱炭素化といった需要
家ニーズへの対応を迅速化するため、長期かつ大規模
な電源投資への融資を行う。

 原子力発電所の安全対策
東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を
踏まえ、より厳しい自然災害等を想定した、防潮堤
の大幅なかさ上げなどの安全対策工事

 洋上風力発電所の新設工事
大規模な洋上風力発電所の新設工事

DXやGXなどの要請を踏まえ、需要家ニーズへの対応
の迅速化という観点から特に必要性が高い地内系統や
大規模な地域間連系線の整備案件への融資を行う。

 地内系統の整備
電力需要の増加に対応するため、送電線や変電
所の整備に必要な対策工事

 地域間連系線の整備
再エネの導入拡大や電力の安定供給に向けた大
規模な地域間連系線の整備工事

海抜29ｍ

防潮堤かさ上げ

出典︓ひびきウインドエナジー

出典︓東北電力株式会社

原子力発電所の安全対策

洋上風力発電所

地内系統（地下トンネル内部）

出典︓東京電力ホールディングス株式会社

出典︓電源開発株式会社

地域間連系線
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〇 生産性向上を目的とした設備投資等の資金需要に的確に対応し、農林水産業を展開する地域の担い手等への支援、自然災害
や社会的・経済的環境変化等の影響を受けた農林漁業者の経営の維持安定のために、必要な資金を供給。

日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）（JFC）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

6,8246,1947,235財政投融資

6,8246,1947,235財政融資

---産業投資

---政府保証

８年度︓財政融資 6,824億円

 財政投融資額  事業内容
（単位︓億円）

 事業スキーム

財政投融資

日本政策金融公庫

農林漁業者等

融資

 農林水産業の持続可能な成長への支援
【農業経営基盤強化資金】
○担い手である認定農業者の創意工夫を活かした経営改善のための取組（経
営規模の拡大、事業の多角化などの取組等）を支援。

 セーフティネット機能の発揮
【農林漁業セーフティネット資金】
○自然災害や物価高騰等の社会的・経済的環境の変化等の経営者の責めに帰
すことができない事由により、一時的に経営状況が悪化した農林漁業者におけ
る経営の維持安定を支援。

 持続的な食料システムの確立に向けた活動への支援
【食品等持続的供給促進資金】
○食品等事業者による農林漁業者との安定的な取引関係の確立、流通の合理
化、環境への負荷の低減その他の食品等の持続的な供給に資する事業活動を
促進。

 スマート農業、輸出等重点施策にかかる活動への支援
【スマート農業技術活用促進資金】
○農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性向上を図るため、スマー
ト農業技術の活用を促進。

【農林水産物・食品輸出基盤強化資金】
○農林水産物・食品の輸出拡大に向けた取組を支援。農林漁業者の所得向上
と農林水産業及び食品産業の持続的な発展を促進。

財政融資

〇 福祉医療サービスの基盤強化を図るため、病院や診療所等の医療関連施設及び保育所や特別養護老人ホーム等の社会福祉
施設の整備に必要な貸付規模及び財政融資資金を確保。

〇 医療需要の変化等に加え、物価高騰の影響も受けて厳しい状況に直面している医療・福祉事業者に対して、無利子・無担保等
の優遇融資により資金繰りを支援。

福祉医療機構（WAM）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

2,6321,9462,102財政投融資

2,6321,9462,102財政融資

---産業投資

---政府保証

８年度︓財政融資 2,632億円

 財政投融資額
（単位︓億円）

 事業スキーム

社会福祉・医療施設

財政融資

福祉医療機構国

融資

【福祉貸付】
特別養護老人ホーム、老人デイサービス事業、障害者就労継続支援施設、
放課後等デイサービス事業、保育所、児童養護施設 等

 主な融資対象

医療機関・福祉施設等の施設整備や資金繰り支援のための融資

地域の医療・福祉サービスの安定的な提供体制の確保

特別養護老人ホーム 保育所

病院 介護老人保健施設

【医療貸付】
病院、診療所、歯科診療所、介護老人保健施設、介護医療院、
指定訪問看護事業 等
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〇 上下水道や学校教育施設をはじめ、住民生活に密着した社会資本整備や災害復旧等のニーズに対応するため、地方債計画に
基づき、地方公共団体へ財政融資資金を供給。

〇 上下水道の老朽化対策に資する事業に対し、関係省庁等における広域連携等に向けた取組を資金面からサポートすべく、広域化
等の経営基盤強化に取り組む地方公共団体を積極的に支援。

地方公共団体

８年度︓財政融資 2兆3,558億円

 財政投融資額  地方債計画総額と地方公共団体向け財政融資の推移

 令和 8年度の事業別計画額（財政融資）

公共事業等 17%

辺地及び過疎対策 22%

教育・福祉施設等整備事業 14%
災害復旧 5%

一般単独事業 3%

公営住宅 1%

下水道 19%

水道 14%

病院・介護サービス 4%
その他 1%

一般会計債
62％

公営企業債等
38％
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地方公共団体金融機構資金
民間等資金

財政融資資金比率

（市場公募＋銀行等引受）

（年度）

9.5兆円

2.4兆円

13.7兆円

3.7兆円

（兆円） （％）
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〇 通信・放送・郵便分野における我が国事業者の海外展開を支援するため、海外においてデジタルインフラの整備・運営事業やICT
サービス事業を行う事業者等に対し、リスクマネーを供給。

海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

575620600財政投融資

－－－財政融資

455500360産業投資

120120240政府保証

８年度︓産業投資 455億円、政府保証 120億円

 財政投融資額  事業内容（支援例）
（単位︓億円）

 事業スキーム

＜官民ファンド＞

支援対象事業者

民間事業者・
金融機関等

国民間事業者

JICT

海外における電気通信事業・放送事業・郵便事業等を実施

産業投資出資

出資・融資 等出資 等

市場等

政府保証債等
政府保証

 累積損失の解消等に向けた最近の主な取組

 ハードインフラを伴わないICTサービス事業への出資やファンドへのLP出資も行い、
多様な支援ニーズへ対応し、JICTの扱う案件増・ポートフォリオ分散を図る。

経済安全保障の確保の観点から
重要なデジタルインフラである
光海底ケーブルを敷設し、
その維持管理・運営（使用権の
販売等）を行う事業。

光海底ケーブル整備・運営事業

データセンター整備・運営事業

通信ネットワークの結節点として
重要なデジタルインフラである
データセンターを整備し、
その維持管理・運営（使用権の
販売等）を行う事業。

ICTサービス事業

電子政府、電子決済、AI翻訳等の
ICTを活用したサービスを提供する
事業

インド

シンガポール地理院地図（電子国土Web）に整備ルート等を追記

〇 2014年の設立以降、我が国事業者の交通インフラ・都市開発事業の海外展開を支援してきたが、2023年度決算において多額
の損失計上をするに至ったことから、2024年に「海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）の役割、在り方、経営改善策等に関
する有識者委員会」によって機構の役割、在り方、経営改善策等について検討・検証が行われた。

〇 現状、同有識者委員会における検討・検証結果を踏まえた経営改善策を着実に実行しつつ、より着実に、早期に収益が見込まれ
る案件に重点をおいてリスクマネーを供給。

海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

258197925財政投融資

---財政融資

208162299産業投資

5035626政府保証

８年度︓産業投資 208億円、政府保証 50億円

 財政投融資額  事業内容（支援例）
（単位︓億円）

 事業スキーム

＜官民ファンド＞

日系大手企業とともに、オフィス、商業施設等が入
居する複合施設を保有する現地企業に出資。施設の
運営及び維持管理を行う。

アジア 複合施設管理・運営事業

アジア 物流倉庫管理・運営事業

日系大手企業とともに、現地物流企業に出資。日系
大手企業の高品質なコールドチェーン、倉庫運営等
の知見を活用し、施設の運営及び維持管理を行う。

 経営改善策
改善策最終報告における主な改善事項
投資規模について、総資産額に対する上限割合を設定。
・国・地域毎に原則１割を上限
・高リスク国案件について2.5％
（年間最大100億円）を上限 等

高リスク国・地域への投資規模、
１件当たりの投資規模の抑制

関連内規を改正
ベンチャー案件、高速鉄道案件
（システム全体を導入する案
件）への投資の停止

JOIN内において、令和６年度中に試行し、新たな枠組
みを構築。令和７年度以降本格導入(年２回程度実施)

リスク管理等にかかる定期的な
第三者評価の導入

これまで着実に収益を上げている案件が多い都市開
発・物流分野案件や、配当開始までの期間が短く、比
較的収益性の高い操業段階（ブラウンフィールド）の
案件を増加。

着実な収益確保に努められるよ
うなポートフォリオ管理

支援対象事業者

民間事業者・
金融機関等

国民間事業者

JOIN

海外における交通インフラ・都市開発事業等を実施

産業投資出資

出資・融資 等出資 等

市場等

政府保証債等
政府保証

(過去の支援例)
ジャカルタセントラルパーク都市開発事業

（過去の支援例）
マレーシアコールドチェーン物流運営事業
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（２）令和７年度財政投融資計画（補正） 

 

 庁舎や水道施設等のほか、美術館、大学関連施設、空港等、地域におけるPFI事業を積極的に推進するために、必要な資金を供給。

【投資分野の例】
• 空港、公園、下水道等の公共施設の整備事業
• 庁舎、宿舎等の公用施設の整備事業
• 教育文化施設、スポーツ施設等の整備事業

民間資金等活用事業推進機構（PFI） 【８年度︓政府保証450億円】

その他の官民ファンドの取組

 我が国の生活文化の特色を生かした魅力ある商品・サービスを扱う事業に対し、海外需要開拓を支援するべく、リスクマネーを供給。
 Exit回収金等の自己資金により、事業規模に見合う財源が確保される見込みのため、８年度における産業投資の措置はなし。

【投資分野の例】
• 日本のアニメ・キャラクターとのコラボ商品を企画・展開するアパレルブランドに投資。日本のアニメ・漫画のIPの海外市場におけるマネタイズの促進、更には、正規品の
展開による模倣品の流通の抑止を図る事業

【累積損失の解消等に向けた最近の主な取組】
• 既存案件の徹底的な見直し（事業見通しが立たない案件の早期EXIT交渉等）、優良案件に絞り込んだ新規投資の実行、必要経費の抑制

海外需要開拓支援機構（CJ） 【８年度︓財投措置なし】

 2030年度の温室効果ガス46％削減（2013年度比）、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、脱炭素に資する多種多様な事業に対する投融資（リスクマネー
の供給）を通じて、温室効果ガスの排出の量の削減等のみならず我が国の経済社会の発展や地方創生に貢献する等、経済と環境の好循環の実現に貢献。

【投資分野の例】
• 再エネ・蓄電池・省エネ設備を導入する事業及びそれらのサプライチェーンを担う事業
• モノづくりやサービスを通じて脱炭素に貢献する事業
• バイオマス素材を活用し化石燃料を代替する事業

脱炭素化支援機構（JICN） 【８年度︓産業投資326億円】

令和７年度補正予算における財政投融資計画の追加について
総額︓４兆 4,777 億円 （うち財政融資 2 兆 3,327 億円、産業投資 2,700 億円、政府保証 1 兆 8,750 億円）

Ⅲ. 防衛力と外交力の強化

経済・国家安全保障強化のため、日米政府の了解覚書等も踏まえ、JBICに創設された「日本戦略投資ファシリティ」を通じ、官民連携により、企業の海外展開
や強靭なサプライチェーン構築等を支援。

日米戦略的投資イニシアティブの着実な推進

【国際協力銀行】 財政融資︓1兆9,400億円、産業投資︓2,700億円、政府保証︓1兆8,750億円

Ⅰ. 生活の安全保障・物価高への対応

医療機関や福祉施設等の資金繰りを支援するため、福祉医療機構による優遇融資に必要な貸付原資を融資。
物価高騰により厳しい状況に直面している医療・福祉事業者に対する無利子・無担保等の優遇融資

【福祉医療機構】 財政融資︓2,756億円

令和７年11月28日
財務省

戦略分野への支援・地域の基幹産業の活性化等のための資金供給

【日本政策投資銀行】

 半導体関連産業や省エネ・再エネ、GXなど、官民が連携した成長投資による強い経済の実現、地域の基幹産業の活性化や地方の暮らしの安定等に資する
民間の取組を推進。

 主な事業︓AI・半導体、マテリアル、電力・ガス、地域公共交通の設備・保守等
財政融資︓1,000億円

Ⅱ. 危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

能登空港の災害復旧支援

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】
地震により生じた滑走路のうねり等を是正する復旧工事を前倒しで実施。

財政融資︓６億円

海上輸送の効率化に向けた事業支援

【鉄道建設・運輸施設整備支援機構】
海底ケーブル敷設工事の効率化のため、自航式ケーブル敷設船の導入を支援。

財政融資︓95億円

（注１）上記の他、【空港整備勘定】財政融資︓55億円、【国立精神・神経医療研究センター】財政融資︓15億円。
（注２）このほか、地方公共団体に対する財政融資の弾力追加を行う可能性がある。
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（３）令和７年度財政投融資計画（当初） 
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（４）令和６年度財政投融資計画（補正） 
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（５）令和６年度財政投融資計画（当初） 

 

 
 
 




